
日本企業も注目するNAFTAの「着地点」－米メディアの報道は

米国とカナダによる北米自由貿易協定（NAFTA）再交渉は、期限とした2018年8月31日の協議でも合
意できず、同9月5日に再協議が開始された。交渉が不調に終われば、両国の一体化した経済圏に亀裂が
入ることになる。トヨタ自動車＜7203＞、ホンダ＜7267＞など、カナダに生産拠点を置く日本企業に
も影響が及ぶおそれが大きい。

NAFTA協議再開、焦点は

同日のニューヨーク・タイムズ紙は、「行きづまりの状況の中で、アメリカがカナダなしに前進できる
か、NAFTAから完全撤退するかは不透明」とコメントした。

同紙は再協議の会合の雰囲気について、カナダのクリスティア・フリーランド外務大臣が「両者に善意
があり、雰囲気は建設的で肯定的」と語ったと報じた。しかし同日には両国の貿易データが示され、カ
ナダの2018年7月の対米国商品貿易黒字は41億ドルと、2008年以来最大の不均衡に達したことが明ら
かになった。

トランプ大統領（写真左）とトルドー首相（中央）は再び握手できるか？（Photo by The White
House）

一方で同記事は、トランプ米大統領とカナダのジャスティン・トルドー首相の関係が、今年のサミット
を引き金として緊張の限界に高まっていると指摘。再協議では、次の点が焦点となると推測した。

１．NAFTA協定第19章。関税やダンピングについて異議申立を可能とする紛争解決処理制度の維持。
米国とメキシコとの合意では削除されたが、カナダは米国の誤った判断から自国産業を保護するために
必要と主張している。２．カナダの乳製品保護主義。トランプ首相の攻撃に対し、トルドー首相は、「
妥協の余地がある」と柔軟性を見せようとしていると伝えられる。３．カナダが制限している、文化産
業（映画、TVネットワークなど）の外国企業による所有。トルドー首相は、アメリカのメディア企業が
カナダのTVネットワーク取得を阻止する文化的措置が、自国の文化保護のためには不可欠だと述べてい
る。

カナダ製品への関税は米国の「自縄自縛」に

ワシントンポスト（2018年8月29日）の「これら3点が米加の貿易交渉を阻害している」では、再協議
事項として「鉄・アルミ関税の恒久的免除と、自動車関税の撤回」を挙げつつも、トランプ政権がこれ
らを取り下げる気配はないと指摘している。

これに対し、同9月2日のニューヨーク・タイムズ紙は「NAFTAについての偽りのディール」で、カナ
ダへの脅しとなっている自動車関税は「シボレー・インパラ」などを現地生産している米ゼネラルモー
ターズ（GM）の首を絞めることになると指摘。関税で輸入自動車部品が値上がりすれば、米国は20万
人の雇用減少にみまわれるだろうと試算し、「愚かな行為だ」と批判した。

日本車含めメキシコ生産車の約3割に打撃

ニューヨーク・タイムズ紙（2018年8月31日）は、アメリカとメキシコとの新協定（同27日）により
、メキシコ国内での自動車生産に陰りが生じることを懸念している。



同紙によれば、メキシコ政府は「現在、米国に輸出されている車の約30％が新協定の要件を満たしてい
ない」と発言。この中には、ホンダ「HR-
V」や独フォルクスワーゲン「ジェッタ」と「ゴルフ」、日産自動車＜7201＞「セントラ」、米フォー
ド・モーター「フィエスタ」「フュージョン」といった、一般的なコンパクト（小型車）モデルが含ま
れていると、同記事は指摘した。

NAFTA見直しは、米国車メーカーにも打撃を与える（フォード・カナダのPRビデオより）

メーカーは、75%以上の域内部品調達を達成できなければ、2.5％の関税を支払って米国へ輸出するこ
とになる。そのため、今後の車両販売価格引き上げや利益率低下は必至だという。もう1つの選択肢は
課税対象となる車種の販売停止であり、いくつかの小型車はすでに市場から撤退予定だとも付け加えた
。

一方で同記事は、より危惧すべきはNAFTAの骨抜きではなく、自動車関連の関税引き上げだとした。ト
ランプ大統領が打ち出したこれらの措置は大幅なコスト上昇につながり、同8月27日に結んだ新協定よ
りもはるかに大きな損害を自動車業界に与える。しかもその影響を受けるのはメキシコ企業に限らず、
米国内のメーカーも同様だと結んだ。

メキシコとの新貿易協定は「改悪」

ウォールストリートジャーナル（同8月27日）は、メキシコとの新協定について、これまでのNAFTAよ
り「さらに悪い」と批判し、理由として次の2点を挙げた。（1）メキシコにいる米国投資家の保護に欠
ける。（2）75％の原産地規則は自動車業界に新たなレッドテープ・マインド（繁文縟礼＝役人のしゃ
くし定規でわずらわしい書類崇拝）とコストを課すものである。そして、現在のNAFTAは「政治的に管
理された貿易」であり、その経済的論理はトランプ大統領の主張する国内規制緩和と正反対だと批判し
た。
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